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はじめに

平成23年3月に発生した東日本大震災においては、切迫した災害の危険から逃れるための「避難場所」と、その後の避難生活を送るための「避難所」が必ずしも明確に区別されておらず、また、災害ごとに避難場所が指定されていなかったため、発災直後に避難場所や避難所に逃れたものの、その施設に津波が襲来して多数の犠牲者が発生したなど、被害拡大の一因となった。

このような教訓を踏まえ、平成25年6月には、災害時における緊急の避難場所と、一定期間滞在して避難生活をする学校、公民館等の避難所とを区別するため、災害対策基本法が改正され、新たに「指定緊急避難場所」及び「指定避難所」に関する規定が設けられた。
また、平成26年８月の広島土砂災害では、土砂災害に適さない避難所に避難した住民１名が犠牲となった。本市においても、これまで指定している「一次避難場所」及び「避難所」（以下「避難所等」という。）の中には、災害想定区域内に立地するものが存在していることから、平成27年度、避難所等の災害影響評価を実施したところであり、その結果を参考とし、速やかな指定が必要である。

そこで、市民等のより円滑かつ安全な避難の促進を図ため、「指定緊急避難場所」及び「指定避難所」の選定基準を策定するとともに、指定に当たっては、地域住民の意見を十分踏まえた施設等を選定する。
さらに、市民等へ災害時等にとるべき避難行動（命を守るための行動）について周知・徹底を図るとともに、地域における一時避難場所等の確保を支援していく。
１　基本方針（関係法令等で定める基準）
 (1) 指定緊急避難場所

災害の危険が切迫した緊急時において安全を確保する場所又は施設

	指定
	次の異常な現象（災害）の種類ごと※に指定

〈異常な現象（災害）〉
洪水等（洪水、内水氾濫）、土砂災害（崖崩れ、土石流及び地滑り）、地震、大規模な火事

※津波、高潮については、本市に発生するおそれがないことから指定しない。

	管理条件
	災害が切迫した状況において、速やかに、居住者等に当該指定緊急避難場所が開設される管理体制を有していること。
居住者等の受入れの用に供する場所について、物品の設置又は地震による落下、転倒等の事由により避難上の支障を生じさせないものであること。

	立地条件
（地震を除く。）
	異常な現象による災害発生のおそれがない区域（安全区域）内に立地していること。

	構造条件
（地震を除く。）
	指定緊急避難場所が上記安全区域外に立地する場合には、当該異常な現象に対して安全な構造であること。

洪水等については、その水位よりも上に避難上有効なスペースがあること。かつ、そこへの経路があること。

	構造条件

（地震）
	次のいずれかに適合するものであること。

・当該施設が、地震に対する安全性に係る建築基準法等に適合するものであること。
・場所又はその周辺に、地震発生時に人の生命又は身体に危険を及ぼすおそれのある建築物、工作物等の物がないこと。

	種別
	施設又は場所

	指定緊急避難場所と指定避難所との関係
	相互に兼ねることができる。


(2) 指定避難所

災害が発生した後に、自宅で生活できない被災者が一定期間避難生活をする施設

	指定
	異常な現象（災害）の種類に限らず指定

	規模条件
	被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模を有するものであること。

	構造条件
	速やかに被災者等を受け入れ、又は生活関連物資を被災者等に配布することが可能な構造又は設備を有するものであること。

	立地条件
	想定される災害による影響が比較的少ない場所に立地していること。

	交通条件
	車両その他の運搬手段による物資の輸送等が比較的容易な場所にあるものであること。

	福祉避難所関係
	専ら要介護高齢者、障害者等の要配慮者のための指定避難所については、バリアフリー化され、また、相談や介助等の支援体制等を有すること。

	種別
	施設

	指定緊急避難場所と指定避難所との関係
	相互に兼ねることができる。


２　選定基準
(1) 指定緊急避難場所

本市の指定緊急避難場所の指定に当たっては、基本方針（関係法令等の基準）を踏まえ、対象となった場所又は施設の中から本市独自の選定条件を設定し、指定緊急避難場所として指定する。

　

　ア　選定対象とする場所又は施設

（ｱ）　これまで指定されている「一次避難場所」及び「避難所」
（ｲ）　都市公園、公民館、学校等の公共的場所又は施設
なお、地域の実情を勘案し、民間施設等を対象とすることができる。
（ｳ）　（ｱ）及び（ｲ）のうち、市職員等による開設が可能である施設等、又は施設管理者が鍵を管理し、緊急時に開錠が可能である施設等 

　イ　選定対象から除外する市有施設

次に掲げる市有施設については、施設の特性を考慮し、原則、選定対象から除外する。

	施設の特性
	対象施設（例示）

	１　災害対応にあたり拠点となる施設
	市役所本庁舎、城山分室、支所（総合センター内の支所スペース）、市保健所、消防局及び消防署所など

	２　施設の性格上、居住者等を受け入れることが適切でない施設
	給食センター、地域情報通信施設（ケーブルテレビ）、フルネットセンターなど

	３　災害時に特定の目的で使用する施設
	市民病院、診療所、ふれあい福祉セン

ター、保育園、保健センター、児童センターなど

	４　重要物品等を所蔵・展示する施設
	博物館、図書館、資料館・記念館、少年科学センター、動物園など


　ウ　異常な現象（災害）の種類ごとの選定基準
	災害の種類
	選定基準

	洪水等

（洪水、内水氾濫）
	１　洪水発生時の気象状況（大雨、台風等）に対応するため、原則、室内に滞在できること。

２　安全区域（浸水想定区域外）に立地していること。

３　安全区域外（浸水想定区域内）に立地している場合、以下の構造条件を全て満たす施設について指定することができる。

(1) 鉄骨造又は鉄筋コンクリート造であること。
(2) 浸水想定よりも上に避難上有効なスペースがあること。
　　ア　浸水深2.0ｍ未満の場合は、２階以上

　　イ　浸水深2.0ｍ以上5.0ｍ未満の場合は、３階以上

　　ウ　浸水深5.0ｍ以上の場合は、４階以上

４　上記３を満たす場合でも、以下に該当する場合は、指定しないことができる。

危険な区域（土砂災害警戒区域等）を通らなければ到達　できない施設

	土砂災害

（崖崩れ、土石流及び地滑り）
	１　土砂災害発生時の気象状況（大雨、台風等）に対応するため、原則、室内に滞在できること。

２　下記の全てを満たすこと。

(1) 安全区域（土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域及び土砂災害危険箇所※の区域外）に立地していること。

※　土砂災害危険箇所：土砂災害による被害のおそれのある箇所（土石流危険区域、急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所）。ただし、法律で開発行為等が規制されるものではない。

(2) 安全区域外（土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域及び土砂災害危険箇所）に近接していないこと。

(3) 危険な区域（土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域及び土砂災害危険箇所）を通らずに到達できること。

３　上記の基準にかかわらず、地域内※に指定緊急避難場所が存在しない場合は、以下の条件を満たすことにより、指定することができる。

※　地域内：徒歩避難可能範囲＝歩行距離２㎞以内（国土交通省「震災に強い都市づくりの手引き」より）を基準とする。
　(1) 土砂災害特別警戒区域に立地している施設を指定する場合は、土砂災害防止法第24条、建築基準法施行令第80条の3及び国土交通省告示第383号で定められている構造基準を満たすこと。
(2) 安全区域外（土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害危険箇所）に近接する施設を指定する場合は、避難場所として安全な箇所に限定するものとする。

(3) 危険な区域（土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害危険箇所や氾濫のおそれがある河川横断箇所など）を通らなければ到達できない施設を指定する場合は、避難経路、避難時の留意事項等の条件を付すものとする。

	地震
	１　屋外への避難を原則とするが、施設を伴う場合、下記のいずれかを満たし、地震に対して安全な構造であること。
(1) 昭和56年６月１日の建築基準法施行令改正により導入された新耐震基準に適合するもの

(2) 耐震診断の結果、地震に対して安全な構造（Is値0.6以上等）であると判断できるもの

(3) 耐震改修により地震に対して安全な構造（Is値0.6以上等）であると判断できるもの

２　周辺に、地震発生時人の命・身体危険を及ぼすおそれのある施設や構造物がないこと。


	災害の種類
	選定基準

	大規模な
火事
	下記のいずれかを満たし、屋外火災延焼から安全を確保できるスペースがあること。

　(1) 面積が10ｈａ以上※のもの

　(2) 面積が10ｈａ未満の公園等を指定する場合は、防火地域外であって、周辺に建物がなく、かつ、避難有効面積が確保できるもの

　※　国土交通省告示第767号（平成16年6月29日）による広域避難地の基準（10ｈａ以上）を適用


　エ　その他の選定基準

　　　上記ウの選定後、該当する災害の種類が一つの場合、地域特性を勘案する。

〈指定緊急避難場所の指定一覧イメージ〉

	施設名
	住所
	種別
	洪水等
	土砂

災害
	地震
	大規模な

火事

	□□小学校
	□□町□□番地
	施・場
	○
	×
	○
	○

	□□高等学校

グラウンド
	□□町□□番地
	場
	×
	×
	○
	×

	□□公園
	□□町□□番地
	場
	○
	○
	○
	○


(2) 指定避難所

本市の指定避難所の指定に当たっては、基本方針（関係法令等の基準）を踏まえ、指定緊急避難場所である市有施設その他の公共的施設から選定する。
(3) 広域避難場所

　　長野市地域防災計画に記載の「広域避難場所」については、指定緊急避難場所のうち10ha以上の面積を有する市有施設その他の公共的施設から選定する。
３　地域の実情に応じた選定
上記１及び２により選定した結果、地域内※において指定緊急避難場所の確保が困難な場合（例：地域内※の全域が安全区域でない）が想定される。その場合は、長野市地域防災計画に基づく支援を行うものとする。
※地域内：徒歩避難可能範囲＝歩行距離２㎞以内（国土交通省「震災に強い都市づくりの手引き」より）を基準とする。
	【長野市地域防災計画《第２章 災害予防》9 避難収容活動計画】

指定緊急避難場所のほかに、住民等が身の安全を確保するためにまず駆け込む施設等について、住民自治協議会等と民間施設との協定により確保するための支援を行う。
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